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で集落存続の問題が生じないため （山下 2012: 28; 大江 2008）、（２）壮・中年層が、集
                                                  
3 1970 年代から 1990 年代初めにかけては、大都市部において公害問題が深刻になったこ
と、日本列島改造計画が推進されたことにともない、地方分権や産業・人口の地方都市へ









































































域イメージなど）を活用している点である（高橋 2006; 下平尾 1996）。第二に、一定の地











































大槌港は、15 港内でも圧倒的に埋め立て面積が多かった（15 港平均 5 万 5030m³であるの
に対し、大槌港は 40 万 4000m³）（岩手県林業水産部漁港課 1982）。その後も、漁港整備計
画は何度も策定され、継続的な埋め立てと漁港整備が行われていった。 
 大槌町では、1950 年代から 1970 年代末までの約 30 年間に、大槌川河口を中心に埋め立








に、1991 年に「第 17 回全国豊かな海づくり大会」（1997 年開催）が大槌町において開催さ
れることが決定されて以降は、現在の新港町沿岸部に、大会会場として公共施設が急ピッ






































流出全壊（全壊率8） 684 戸（57.4％） 483 戸（55.5％） 30 戸 








である漁業が全国的に衰退し始めた 1980 年代以降も、1990 年代後半まで、基本的に行き

















































品製造業は、2010 年時点で 679 名の就業者数を抱えており（2010 年 岩手県工業統計調査





























































害も大きく、2010 年 3 月 11 日時点の大槌商工会会員 442 のうち、387 が被災した（87.6%）。










































策定し、10 月 10 日には地域復興協議会（全体会）を開催し住民へ津波防御の方針を説明
した。そして 10 月 16 日から 11 月 26 日にかけて、２週間に一度のペースで地域復興協議
会を各地区で開催し、町から住民へ直接、津波防御の方針や地域別の復興計画案を説明し
ていった。12 月 26 日には「大槌町東日本大震災津波復興計画（基本計画）」が策定され、
出典：大槌町全体：岩手県総合防災室資料（2013 年 9 月 30 日時点）、安渡地区：第２回
安渡町内会防災計画づくり検討会配布資料（2012 年 7 月 29 日）、消防団・婦人
















































































ている。震災前 859 人10だった組合員は、2012 年初めの漁協再編11直前には約 800 人に減
っており、再編を通じ 2012 年 11 月末時点で 280 人までさらに減少している。特に、本業
として漁業を営む人が多い養殖漁業の組合員数（延べ数）を見ると、震災直前に 123 人だ




                                                  
10 ただし、本業として漁業を行っていた組合員は、約 320 人ほどであるという（2012 年８
月、おおつち漁協組合員 G 氏への聞き取りより）。 
11 震災前、大槌漁業協同組合（旧漁協）は５億円前後の債務を抱えていた（ただし、震災
以前に返済計画はすでに作成されており、2011 年から 4-5 年で返済を完了する予定だった
という（2012 年８月、G 氏への聞き取りより）。東日本大震災後には震災前の負債と合わ







員は募集定員の８割程度しか集まっていない状況であるという（2012 年 11 月、Ｄ氏への
聞き取り、2013 年 12 月、Ｈ氏への聞き取りより）。小さな水産加工場も含め、町内の小規
模な事業所が多く加入する大槌町商工会の会員は 2012年 12月時点で 325であるのに対し、





























                                                  




いう（2012 年８月、F 氏への聞き取りより）。 
14 震災前は町内の加工場で、現在は釜石市の高台に再建した加工場で働く D 氏に、町内の
低地に加工場ができた場合そこで働きたいかどうかを尋ねたところ、「子どももいるので、
町内で働くことに魅力を感じるが、安全対策が徹底できなければ働きたくない」という回
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